
連携型BCP/地域BCP策定モデル地域

福岡県における取組み

2023年度厚生労働省医政局委託事業

「在宅医療の災害時における医療提供体制強化支援事業」
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地域の状況

2023年度在宅医療の災害時における医療提供体制強化支援事業 連携型BCP/地域BCP策定支援

項目 数

人口 510万人
（県域230万人、福岡市159万人、北九州市92万人、久留米市30万人）

市町村数 60（うち、政令指定都市２、中核市１）

高齢化率 28.0％（R5.4.1）
高い市町村：東峰村 46.8％（高齢化率30％以上：39市町村）
低い市町村：粕屋町 18.0％

保健所数 12（うち、県域９）

二次医療圏数 13

群市区医師会数 20

訪問看護ステーション数 887（R5.9.1）

 本県は、九州の北端に位置し、東は周防灘を隔てて四国に、西は雷山、背振山地と筑後川を隔てて佐賀県に、南は有明海に面するとともに佐賀県、熊本県に接し、北は玄界灘、
響灘に面している。

 福岡地方、北九州地方、筑豊地方は日本海型気候区に属し、冬期には北西の季節風が強く曇りや雨の日が多い。年平均気温は15.5～17.0℃、年降水量は1,600～
2,000mm である。

 筑後地方は内陸型気候区に属し、夏と冬の寒暖の差が大きい。また、冬期は晴天の日が多い。年平均気温は 15.1～16.3℃、年降水量は平野部で 2,000mm 前後、大分・
熊本県境付近の山間部では2,400mm 前後である。

 県土は比較的地形がなだらかであり、農用地、宅地等の可住地面積が多い反面、地形が浅く森林が少ないという特徴がある。本県の昭和５５年からの土地利用の動向をみると、
人口、産業の集中化や都市化の進展に伴い、農用地等が減少し、宅地、道路等の都市的土地利用が増加しており、特に福岡、北九州地域でその傾向がみられる。

 また、今日、産業構造の変化による都市の空洞化、都市周辺部での都市的土地利用と農業的土地利用の混在、過疎化の進行に伴う農用地や森林の機能の低下などがみられ
る。
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災害の歴史（豪雨）
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災害の歴史（豪雨）
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災害の歴史（地震）
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わが地域の課題（訪問看護）

〇これまでのコロナ対応で特筆すべきこと
①在宅療養者が増加し、訪問看護現場が繁忙状態となった
・[面会制限や病床制限]、[通所サービスから訪問看護へ切り替え]、 [レスパイト入院の中止］
→利用者増加

②感染や濃厚接触者の発生時の困難
・関係先への[速やかな訪問代替依頼][利用者への速やかな連絡対応][利用者の入院先についての
病院への相談]がなされ、一部では[連携するステーション間での代替訪問]も実施されていた。

・連携や情報共有の課題として、[出勤停止など人手不足による電話調整の困難]や[利用者への説
明への難しさと配慮]があった。

〇連携型BCP・地域BCPとして考えるようになった理由
・本県は約8割が小規模ステーションであり、コロナ禍での訪問看護において、いずれのステーショ
ンでも課題が生じていたと考えられ、汎用性のあるＢＣＰ作成マニュアルの作成、地域における
代行訪問の仕組みづくりなど、県全体でBCP策定支援の検討も必要と考えた。

〇わが地域のBCP観点からの課題
・小規模ステーションが多い。（自ステーションだけでの策定困難）
・保健所設置市と県域保健所の管轄、郡市区医師会単位、医療圏単位で区分けが異なっている。
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今年度の取り組み（１）

 目的
訪問看護ステーション間の連携や人材育成等に係る研修会・交流会等を開催することにより、訪問看護ス
テーション間の連携・協力関係の構築を推進し、24時間・365日対応可能な訪問看護体制の整備を図る。
特に、災害及び感染症発生時等の緊急時において、訪問看護ステーション間が連携して、在宅療養者が適
切な訪問看護サービスを受け、療養生活を継続できる体制を構築する。
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年 度 目 的

令和4年度
全体研修会を通じ、BCP策定のための基礎知識を習得。地区別交流会におけるシミュレーション訓練を
通じで実態に即したBCP策定イメージ習得

令和5年度

各地区でのワークショップ等を通じ、自ステーションのBCP策定とともに、訪問看護ステーションが
自ステーションでの訪問ができなくなった際に、他の訪問看護ステーションで代行訪問を行う等の
地域で継続するための体制づくり（連携型BCPの取組）について検討し、地域の訪問看護ステーシ
ョン間の連携強化を図る。

令和6年度 連携型BCP策定



今年度の取り組み（1）

 必要な支援
全体研修会及び地区別交流会での講習及び助言。（令和４年度から山岸先生に助言をいただいている）

＜令和５年度＞
① 全体研修会（企画者等候補となる訪問看護ステーション事業所）

• BCP策定のキーパーソンを育成することを目的に実施。育成した支援者は、各地区のワークショップ
で助言等を行う。

② 地区別交流会（各地区BCP策定ワークショップ）
• 機関型BCP策定(7地区／各3回)
• 県内全訪問看護ステーション事業所を対象
• 第１回、第２回のワークショップにて、講義・各事業所での作業・グループワークを実施し、自ス
テーションのBCPを策定し終える。（オンライン開催）

• 第３回のワークショップでは、各事業所で作成したBCPの紹介を行い、連携型BCPの課題等の検討につ
いてグループワークを行う。（集合開催）

③ BCP策定状況調査
• 県内全訪問看護ステーション事業所を対象
• BCP策定の支援策を効果的に実施するうえでの基礎資料とする。
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今年度の取り組み（２）

具体的スケジュール
講師 一般社団法人コミュニティヘルス研究機構 機構長 山岸暁美氏

ウィル株式会社 代表取締役 岩本 大希氏

• 取り組みのプロセス＜令和５年度＞
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R5年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 1月 2月

全体研修会

地区別交流会

BCP策定状況調査

研修を終えた
ﾌｧｼﾘﾃｰﾀが参画

１回目 ２回目 ３回目

ｵﾝﾗｲﾝ開催

７地区、各３回

BCP策定支援者育成
ワークショップ

BCP策定ワークショップ



今年度の取り組み（３）

 7月1日以降の進捗

① 全体研修会（BCP策定支援者育成ワークショップ）
• 全３回（5月31日、6月27日、7月27日）を実施し、延べ160人が参加（行政職員14人を含む）。

② 地区別交流会（BCP策定ワークショップ）
• 県内を7地区に分けて研修会を順次実施中（R5年8月24日～R6年2月15日）。
• 1地区が第１回を終了、２地区が第２回まで終了（R5年9月22日時点）。3地区で94事業所が参加
登録。

③ BCP策定状況調査
• 県内全訪問看護ステーション事業所【866事業所（R5.6.1時点）】を対象に調査を実施。
• 66％（568事業所）の回答が得られ、そのうち、BCP策定済みが約20％、BCP現在策定中が約
60％であった。

• 調査回答票に研修会の案内を記載し、BCP策定支援について周知している。

2023年度在宅医療の災害時における医療提供体制強化支援事業 連携型BCP/地域BCP策定支援


